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疎開学園における教育経営の展開
─慶應義塾幼稚舎を事例として─

柄　　越　　祥　　子

1.　はじめに
本研究は，地域教育史，特に学校のあり方に注目した地域学校史という立場に立って，学校を支える

人々や地域との関係に着目し，学校が近代教育史のなかで果たしてきた役割を解明していくことを目的
としている。アジア・太平洋戦争末期に行われた学童集団疎開は，学校が所在地域から移動するという
特異な事例である。このような異例の事態に対して学校がどのように教育経営を行い，その過程で地域
とどのようなかかわりを持ったのかを多角的に検討することで，戦時下の地域教育史の一端を明らかに
し，戦前から戦後にかけての学校と地域の関係を明らかにする。

戦時下には都市部の「国民学校」の児童たちの縁故疎開や集団疎開が行われたが，このような学校形
態の変化は，公立の学校以上に私立の学校に，大きな影響を与えたと考えられる。児童や授業料の確保
にかかわる経営的な問題だけでなく，学校をとりまく環境，特に地域との関係も大きく変化せざるを得
なかったからである。しかし，これまでの疎開研究は，その多くが公立の国民学校に焦点をあててお 
り1），私立学校の存在はほとんど取上げられることはなかった。昭和16年の国民学校令で，初等教育は
全ての学校が国民学校として統合され戦時教育が強化されることとなったために，それまで比較的独自
の指針で教育を行ってきた私立学校は，閣議決定で廃止が決められたりもしたが，最終的には認定学校
という形で，広い意味での「国民学校」として統合されつつ存続することとなった。それ以降，私立学
校が戦時下教育史のおもてに出てくることは少ない。戦時下の私立学校は，「国民学校」としてある意
味では国家に統合されたといえるが，その実態は私立特有の問題も含んでいた。こうした類似点の中に
在る特異性を浮かび上がらせることで，公立の側からだけではみることのできない，戦時下教育の一面
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を探り出すことができると考える。
このような目的，研究関心をもとに，2009年度は，私立学校である慶應義塾幼稚舎を中心的な事例

として，特に，疎開を送り出す側の東京の「国民学校」を視点とし，もともとの所在地である東京（こ
こでは渋谷区）が集団疎開実施の後に，どのようになったのか，そしてその変化が疎開先にどのような
影響を与えたのかということに注目して，学校と地域の関係を検討していった。

2．19年度の東京の国民学校
東京都の学童集団疎開は，昭和19年6月30日閣議決定の「学童疎開促進要綱」と，続く7月10日防

総本部決定の「帝都学童集団疎開細目」以降，急速に具体化していった。
慶應義塾幼稚舎も，公立学校同様，所在地である渋谷区の指令にもとづき，先ずは静岡県に疎開を実

施している2）。学童集団疎開は対象者が3年生以上と決められており，公立私立を問わず，必然的に1，
2年生は東京に残留，これに何らかの事情で縁故疎開も行わず集団疎開にも参加しなかった3年生以上
を加えた児童たちが，9月以降東京の学校に通学した。そのため，この時期の東京の学校の多くは，集
団疎開実施後であっても，数百名単位の児童と複数の教員がほぼ毎日登校するという学校としての体を
保っており，学校を核として，教員と保護者の連絡もまだ組織的に取りやすい状況にあったと考えられ
る。幼稚舎では，保護者からなる後援会委員が頻繁に疎開先に足を運び，東京や疎開先の教員と一体と
なって，集団疎開に対する支援を組織的に行っている。この時期に後援会の委員たちが，しばしば学校
に集って会議を行っており，保護者達にも，学校はこれまでと同様に東京に存在していると認識されて
いた。このように東京に存在している本部が保護者の力を取りまとめて，疎開経営に役立てていること
は，遠隔地であったとしても子どもの教育にあたっているという意味で，そこが学校としての機能を果
たしていたことを示している。

3.　20年度の東京の国民学校
20年4月，1，2年生を含む二次疎開が行われた後，東京の「国民学校」の児童数は著しく少なくなっ

た。20年3月の閣議決定「学童疎開強化要綱」では，渋谷区を含む徹底的に疎開を行う地域の1，2年
生には縁故疎開を勧奨し「学校ニ於ケル授業ハ之ヲ行ハザルモ実情ニ応ジ適当ナル方法ニ於テ訓育ヲ
主トスル教育ヲ継続スル方途ヲ講ズル」ことになった3）。基本的に東京の学校で授業を行わないことと
なったのである。

幼稚舎では二次疎開を行って以降，東京に在籍する児童は一人もいなくなった。同時に，大学，諸学
校に亘る慶應義塾内の人員削減という事情も加わって，8名いた残留教員は2人となり，東京に常駐し
ていた副主任のポストを疎開先の教員が兼ねることとなった。そのため，これまで，幼稚舎が，東京と
疎開先にそれぞれ責任者を置いて二本柱で行ってきた疎開事業は，疎開先主導で進めていかなくてはな
らなくなった。

幼稚舎が，他の渋谷区の国民学校と同様に青森県へ移動した再疎開では，これまでの一次疎開，二次
疎開と違い，幼稚舎が独自に疎開先宿舎などを変更することは認められなかった。その原因の一つとし
て，幼稚舎の東京本部が，再疎開の段階で，これまでのような交渉機能を持っておらず，後援会などの
保護者の力を引き出すようなこともできていないことが挙げられよう。そのことは，幼稚舎だけの問題
ではなく，20年度に入って，特に5月の空襲以降はそもそも東京という都市にそうしたことができる機



180 社会学研究科紀要　第 70 号　2010

能が低下していた可能性が高い。再疎開の話が出た最初の段階で，渋谷区は幼稚舎の自由裁量を認める
雰囲気はありながらも，それの実現に向けて青森県と調整をする余裕が幼稚舎の東京本部にはなかった
のであろう。こうして，一私立学校である幼稚舎も，それゆえの「目こぼし」をうけることもなく，他
の公立学校同様に一律の疎開政策の中に組み込まれることとなった。

4.　まとめと今後の課題
戦時下の東京の「国民学校」は一次疎開が行われた19年の夏の段階では，学校の機能はそれほど大

きく変化していなかった。それが空襲の激化や低学年を含めた徹底した疎開などを経て，20年の春以
降，その機能を急激に低下させて行った。そのことが，再疎開以降の疎開経営にも少なからぬ影響を与
えていたといえる。

幼稚舎では20年4月以降，実質的な本部機能は疎開先に移って，東京本部は，事務手続きの窓口や情
報伝達のための中継所へと変化していった。疎開地が青森という遠隔地になったことや，空襲で東京の
機能が崩壊したこと，交通の状況が悪化したことなど，いくつもの要因が重なって，一次疎開で修善寺
に疎開をしていた頃に比べて保護者による後援会の働きも目立たなくなった。幼稚舎にとっては，こう
した支援者を失ったことで私立としての独自性が発揮しづらくなっていると言える。しかしそのことは
逆に，東京都や渋谷区，三田の慶應義塾や保護者の影響から離れ，疎開した先の教員たちが独力で疎開
運営をして行かねばならなくなり，結果的に疎開先地域の人たちに依存しながら，疎開先独自の運営を
していく可能性が生まれたとも言える。こうした疎開経験は，それまで，公立学校と比べて比較的地域
との関係の浅かった私立学校にとっては，学校と地域のあり方を見直すきっかけとなったのではない
か。

東京は，疎開を行う地域であると同時に，疎開した児童がやがて帰り，戦後再び生活を始める地域で
ある。そうした地域の変化を視野に

入れつつ，疎開の実態を明らかにすることで，地域と疎開のかかわり合いの見え方も多角化し，地域
を通した戦時下の学校の姿という，戦時下教育の一端を明らかにしていくことに繋がるのではないかと
考える。

本年度は，公立の国民学校の様子などを含め，渋谷区側の資料を発掘できたことが，大きな進展で
あったが，公立国民学校の学校文書など，今後も更に東京の資料発掘につとめ，公立学校の疎開事例の
中に幼稚舎の疎開の実態を位置づけていきたい。また，疎開先である静岡県，青森県の史料の更なる発
掘を行い，疎開先での地域との協力関係を解明することが今後の課題である。

注

 1)　逸見勝亮「日本学童疎開史研究序説」（『北海道大学教育学部紀要』第51号，昭和63年），佐藤秀夫「学童疎開
史の意味と課題」（『品川歴史館紀要』第4号，平成元年），一条三子「学童集団疎開，「地方」からの解題」（『生
活と文化』9号，豊島区郷土資料館編，平成7年）などが挙げられる。

 2)　渋谷区の一次疎開は，静岡県と富山県に分かれている。
 3)　文書番号194「学童集団疎開強化に関する件」（東京都『資料・東京都の学童疎開』平成8年）。


